
５６．地下水研究 50 年史 

－コンピュータが雲の上の存在だった頃の地下水シミュレーション－ 

（その 2 ） 

(3) 南関東地域の地下水利用と地盤沈下脚注 1） 

a) ある回想 

筆者が日本鑿泉探鉱株式会社（現在の㈱日さく）に入社したのは昭和 33 年のことで

あるが、その時の上司であった早川松五郎脚注 2）という方が、“鑿井の揚水量は粘性土層

が適度に発達しているようなところの方が、そうでないところより勝っていることが多

い。”と言っていたことがある。この言葉を裏返せば、礫や砂ばかりのところでは持続

的な地下水の産出は思ったほど期待できない“と言うことになるが、これがすべての場

合に当てはまるとは限らないにしても、真理は突いているように思われる。同一の間隙

率なら粒径が小さく、かつ均一性が高い粘性土層の方が砂礫質層より保留される水分量

は大きく、”状況脚注 3）“によっ

ては、この水分が地下水の産出

に加わるからである。今回の話

題はそれに関わるところが多

い。 

さて、江戸時代の掘り抜き井

戸のあと、明治末期に我が国に

初めて導入された機械式によ

る鑿井は、大正期から昭和初期

に至る間に東京都心部を中心

として急速に増加した。その様

子をつぶさに見ると、図 10に

見るように、蟻が砂糖を探し当

てて集まってくる現象とよく

似ている。 成功と失敗の積み

重ねが井戸の集中に繋がった、

という訳である。 

東京の地下地質の詳細が分

かってきたのは戦後のことで、

それ以前にはそのような情報

は浅層部を除いて殆ど無く、地

下水を求める試行の積み重ねが、結果的に地下構造を反映していたということになる。

本文では“南関東地下水盆”の中心部を構成する粘性土層に焦点を当てて考えてみる。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                

 

図 10  昭和 13 年 3 月より同 15 年までの間の変動

量の分布（筆者加筆：虫食い状の沈下地帯に注目） 
（出典：宮部直己(1941)：地盤の沈下，河出書房） 

脚注 1：本題は筆者が昭和 45 年から 49 年の 5 年間にわたり「南関東地域地盤沈下調査会」の調査員として参画

した時の分担作業の成果の一部をまとめたもので、出典はおもに新藤静夫(1976)：地学雑誌 Vol.85 ,No.2「南

関東地域の地下水利用と地盤沈下」にある。 

脚注 2：この方は晩年に「地下水の水理地質学的研究」と題する論文で北海道大学から学位を取得されている。 

これは氏の長年の経験を踏まえた知見をまとめたもので、筆者の新入社員時代、調査旅行に同行した折に、 

その話をよく聞かされたもので、得るところが大きかった。 

脚注 3：“状況”とは次節に述べる多層準帯水層の圧力状態と、そのもとでの水の動態を総括した現象を意味する。 
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b) 組織体としての地層の水理 

透水性の異なる地層が多層準に堆積している場合の地層の水理に関して初めて論じ

たのはオランダの水文地質学者や技術者達である。これらの知見はその後、Jacbや

Hantushらに引き継がれてきた。 図11はその水理モデルで、“Leaky artesian aquifer ”

や“Plain potential flow of groundwater”といった用語と共に、多く引用されている。 

 図には上から下への流れだけが示されているが、Hantushらは地下水の圧力状態によ

っては逆に下方から上方への流動が生じること、また上下方向の流れの量は、接触面積

の大きさや導水勾配の大きさから、地下水盆と言う大きな単元からみれば、水平方向の

それより遥かに大きいとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会社を辞めて東洋大学に移ってからの筆者の30代は、この問題に関する室内実験と野

外データの解析に明け暮れした。当時の農林省を中途退官したばかりの先輩のT.S氏は

筆者の実験室にしばしば訪ねて来てはその実験の経過に強い関心を示していた。 

この一連の研究成果は東洋大学工学部研究報告脚注 1）に掲載されたが、当時はこの出

版物の頒布範囲は限られており、同学の研究者にはあまり知られなかったようである。

しかし Tóth 脚注 2）が広域地下水流動に関する研究を発表したのが、1963 年ごろで、筆

者の“多層準地下水流動” つまり組織体としての地層の水理に関する一連の実験とそ

の結果の現場への適用に関するレポートはそれとほぼ同時代にあたる脚注 3）。なおその一

部は本シリーズの「１１．地下水研究 50年史－武蔵野台地の地下水（３）－」で紹介

したところなのでこれを参照していただければ幸いである。 

 

 

 

図 11 漏水モデル(Leakage model) 
（出典：Hantush,M.S(1949);Plain potential flow of groundwater with linear leakage） 

脚注 1：新藤静夫(1970)：被圧地下水の補給機構に関する研究，東洋大学工学部研究報告，第 6 号． 

脚注 2：Tóth,J (1963)：A theoretical analysis of groundwater flow in small drainage basins, 

J.Geophys.Res., vol.68, no.16, pp.4795-4812. 

脚注 3：これらの現象を明確に捉えたのは我が国では筆者以外には居なかったとみている。農林省出身

の某国立大学教授だった故 T.S 氏が理解していた程度である。しかしこの方は筆者の図のタイ

トルを変え、また原図に加筆、改変して公にしている。先輩が筆者の原図を利用していただい

たことに謝意を表すべきであろうか？参考までに筆者の原図（図 12）と、その方の改変図（図

13）を下に並置しておく。是とするか非とするかの判断は読者にお任せする。 
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 ところで図12は地下水流動の１次元的な表現であるが、T.S氏らはこれを発展させて

水理水頭断面図として2次元的に“見事”に表現し、その著書や講演等でこれを発信し

ている。この業績は評価できるものであるが、他方その2次元図を画く際には数多くの

データの取捨選択があることを忘れてはならない。またこの断面図の縦横比が40倍とい

うように大きく、かつ使用したデータが限られているので細部に関しては評価できず、

場合によってはそのために錯覚や誤解すら与える危険性もある。 

c) 南関東地方の地下水履歴 

筆者はこのように選ばれたデータだけではなく、過去の井戸データを可能な限り多数

収集して図14の地下水復元図脚注1）を作成し、次いでデータが豊富に得られるようにな

った戦後の高度経済成長期から地盤沈下最盛期に至る年代別の南関東地方の詳細な地

下水面図（図15① ② ③）脚注2)を作成した。 

 これらの図によると、東京都北部の荒川沿いから埼玉県南部の川口市にかけた地域は、

かつては自噴帯になっており、1920年代までは東京都心部とは別の地下水盆をなして

いたことが分かる脚注3）。また地下水位の低下は最初、江東地区を中心とする地域にみら

れ、つぎにその周辺にひろがり、さらに続いてその周辺というように、いわば蚕食する

かたちに地下水位低下域が四方に拡がって行った様子も示されている。その広がりは都

市域の拡大、つまり地下水利用域の拡大と軌を一つにしており、またそれらは地盤沈下

域の拡大とも一致している。つまりこの地域の地下水利用は多くは“更新し難い涸渇性

の地下水”を食いつぶしつつ、周辺地域に拡大していったということが出来る。その過

程はT.S氏等が画いているような単純なものでは決してない。 

 

 

図 12 帯水層の層準別水頭変化 
出典：新藤静夫(1970):被圧地下水の補

給機構に関する研究、東洋大学工学部研

究報告 No.6 

図 13 被圧地下水の深度による水圧変化 
出典：T.S(1976):○○○○○○○○、○○書館 

（年代が左の原図と異なっている！） 

脚注 1：この図や、次の図 15 を作成する際には膨大な数の鑿井記録を用いたが、その大半は以前の筆

者の勤務先だった日本鑿泉探鉱株式会社のご好意により提供されたものである。なおこの図に

ついては故和達清夫先生から大変なお褒めの言葉を頂いた。 

脚注 2：これらの図に加えて 1960 年，1965 年のものを作成し、土質工学会誌「土と基礎」に公表し

た。 

脚注 3：この地域の自噴井に関してはこのシリーズの「１２．地下水研究 50 年史－武蔵野台地の地下

水(4)－」に詳しいのでぜひご覧いただきたい。 
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なお図15にある着色部分は地下水面の位置が海抜0m以下にある範囲を示したもので

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 14 南関東地方の地下水面の経年変化 

(出典：新藤静夫（1871）南関東地域地盤沈下調査会 南関東地域広域地盤沈下調査報告書) 
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図 15 ①  南関東地方の 1920 年前後の地下水面 

(出典：新藤静夫(1972):土と基礎、20-5 土質工学会) 

 

図 15 ②  南関東地方の 1955 年の地下水面 

(出典：新藤静夫(1972):土と基礎、20-5 土質工学会) 
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図16は各期の地下水面図にもとづいて画いた東京都心部を中心とした東西方向の地

下水断面で、上述のように蚕食状に地下水位低下域が広がってゆく様子が示されている。

すなわち水位低下は都心部でいち早く進行し、その後昭和30年～35年ごろにいたって

周辺地域に向かって広がっていった様子が読み取れる。この頃は周辺地域の各自治体の

水道事業、新興住宅団地の専用水道、さらには工業用水としての地下水開発が盛んに行

われるようになった時期にあたる。また図17は昭和45年次の地下水揚水量の分布を示

したもので、武蔵野地域や埼玉県南部での地下水揚水量が著しい。また埼玉県側では東

上線、高崎線、東武伊勢崎線沿線部での地下水利用が大きい点が注目される。 

図 15 ③ 南関東地方の 1969 年の地下水面図 

(出典：新藤静夫(1972):土と基礎、20-5 土質工学会) 

図 16 地下水面断面図 
(出典：新藤静夫(1972):土と基礎、20-5 土質工学会) 
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次いで図18は

図17ととともに

すでにこのシリ

ーズで以前取り

あげたもので、同

時期における水

位低下量の分布

を示したもので

ある。この時期は

地下水の揚水規

制が進んで、都心

部での揚水量は

減少し、水位低下

が終息から回復

に向かっている

のに対して武蔵

野地域や埼玉県

中央～北部の周

辺部ではなお低

下を続けている

のが指摘される。 

 これらの情報

は地下水の多く

が、涸渇性のもの、

すなわち堆積盆

地内に貯留され

ていたもので有

限な地下資源と

同列に考えるべ

きものであるこ

とを示している。

しかし以前にこ

のシリーズで紹

介した様に、漏水

(Leakage)という

現象を通して他

武蔵野市 

川口市 

埼玉市 

野田市 

川越市 

春日部市 

立川市 

荒川区 
市川市 

品川区 

図 17 地下水揚水量の分布 
（昭和 45 年） 

草加市 

図 18 地下水位低下量の分布 
（昭和 44 年－昭和 45 年） 

立川市 武蔵野市 
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草加市 

埼玉市 

野田市 

春日部市 

品川区 

川越市 

越谷市 

越谷市 
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の水体、例えば浅層部の地下水や地表水、またより深層部の地下水からの補給もあり、

揚水量のすべてを開発の対象としている帯水層の貯留水だけに頼っている訳ではない

ことに注目する必要がある。 

図19 脚注1）はそのプロセスを概

念的に示したもので、地下水開発

の初期では地下水盆の貯留水が

これを賄い、次いで隣接する粘性

土層の地下水が“絞り出し現象”

としてこれに加わり、圧密沈下に

つながるようになる。この過程で

排出される地下水は図のように、 

“更新し難い涸渇性の地下水”と

いうことになる。一方漏水、つま

り誘発涵養は開発の当初から存

在するが、時間経過を経て周辺の

水体とのポテンシャル差の拡大と共に増大する。しかしその量は無限という訳ではない
脚注2）。ここで強調しておきたいのは、地下水盆における地下水産出の機構は地下水開発

の過程によって、またその位置（地域）によて異なるということである。このことにつ

いて以下に考察する。 

d) 南関東地下水盆の粘性土層 

今は亡き村下敏夫氏はかつて、濃尾平野の自噴帯を“荷重型自噴帯”と“落差型自噴

帯”に区分して論じたことがある脚注3）。氏によると、『荷重型は粘土・シルトなどの難

帯水層と砂礫との累層であり、地下水の涵養帯までの距離が遠く、涵養水源がきわめて

貧弱な水体であって、揚水によって排出される貯留水は、動水勾配の増加によって補給

される地下水量よりもはるかに多いという特性を持っている。』と述べ、また『落差型

は帯水層が透水性に富む砂礫層からなり、表流水・湖沼水などの地表水体と密接な水文

的関係にあって、揚水によって排出される水は、地下水貯留量よりも地表水体からの誘

導浸透量の方がはるかに多いという特性をもっている。』また、『現存する南北２つの自

噴帯のうち、大垣市を中心とする北部の自噴帯は、揖斐川およびその右岸支川によって

形成された扇状地の末端に存在し、帯水層の地質的因子・地下水涵養などの水文的因子

が落差型の諸条件を充たしている。』（以下略）としている。 

この指摘は極めて重要で、南関東地下水盆の地下水動態を考える際にも考慮のうちに

入れておくべきものといえる。すなわちかつての地盤沈下中心地帯における1960年代以

降の地下水揚水規制後、地下水位が殆ど同時期に一斉に回復に向かい、また沈下もほぼ

同時期に終息に向かったという事実は、この地域の地下水が村下のいう荷重型に相当し

ていることを示している。 

脚注 1：本図はこのシリーズの「１１．地下水研究 50 年史－武蔵野台地の地下水（３）－」に掲載さ

れたものである。 

脚注 2：誘発涵養に関しては、「１３．地下水研究 50 年史－武蔵野台地の地下水（５）－」で述べた。 

脚注 3：村下敏夫他(1953):濃尾平野工業用水源地域調査報告地質調査月報, Vol.6,no.7, pp 371-394. 

 

時間 

揚
水
量
の
構
成 地下水盆の貯留量 

絞り出し量 

漏水量（誘発涵養） 

図 19 地下水開発と共に変容する揚水量の構成 

？ 
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ここで村下の考え方を間接的にサポ

ートする資料として筆者が行った作業

を以下に紹介する。なおこの作業は出来

るだけ多数の深井戸資料にもととし、

個々の資料の記載の偏りを防いでいる。 

 ここでは南関東地方を図20のように

1/25,000地形図をもととし、各々を16分

割した合計111のブロックに分け、それ

ぞれに存在する深井戸資料を表1に示す

項目ごとにコード化する作業からスタ

ートした。なお図中の1. 2.…は作業の個

人差を避けるためのマニュアル番号で

ある。ここで地質構成について述べれば、

例えば“砂混じり粘土”とあるのは粘性

土として一括し、また“○○互層”とあるのは、それぞれ半分に分ける、といったよう

に処理してある。なお情報が不充分なブロックは偏りを避けるため空白としている。 

図 20 南関東地下水盆のブロック区分 
出典：新藤静夫（1871）南関東地域地盤沈下調査会、

南関東地域広域地盤沈下調査報告書 

表 1 深井戸資料のコード化 

注：帯水層の利用状態は、たとえばストレーナの上限が 65m にあり、下限が 180m にある場合には、

その間にもストレーナがセットされているものとして、採水層の位置は 50m～100m、100m～

150m、150m～200m の各区間に一つずつ数えるものとする。 
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この表によって地質構成をはじめ、用途、利用帯水層、揚水量、水位変動、比湧出量

などの空間分布、経年変化、各項目間の関係などを処理することが可能となる。 

一例として図21に以上の作業にもとづいて作成された粘性土含有率の分布を示して

おく。これによると、各深度区分ごとに分布の傾向が異なっているのが指摘される。た

とえば粘性土層は50m以浅では中央部で多く占め、150m以深では北部～北西部で目立

つ。また50m以浅の分布がこの地域の地盤沈下の傾向とほぼ一致していることから沈下

要因にはこの部分の粘性土層の存在が大きく関係していることが推察される。さらに

150～200mにみられる粘性土層の多い地域は埼玉県側にみられる局地的な沈下の中心

と一致していて注目される。 
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資料不足 

図 21 粘性土含有率の分布 
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以上の傾向は南関東地下水

盆でも濃尾平野における村下の

見解が当てはまる可能性がある

ことを示している。すなわち地

下水盆における地下水流動の駆

動力には落差型と荷重型がある

という考えを支持しており、南

関東の地盤沈下のプロセスを考

える際にもこれを考慮のうちに

入れておくべき視点といえる。

そこでまず表2のようにブロッ

ク別の平均揚水量を平均沈下量

で除した値（S/Q）を求めてみ

た。これによるとその値が大き

いところでは10以上、つまり揚

水量は沈下量の10倍以上を示

し、小さいところでは2程度とな

っている。また平均は5～6とい

ったところである。ここで比率

の大きいところと小さいところ

の地理的分布には、それぞれに

共通の原因が関係しているよう

に思われる。例えば江東、浦安

地域のように極端に小さいとこ

ろは地下水の揚水以外の要因、

つまり天然ガスの採取によるも

のが大きなウエイト占めている

ものと推察される。これに対し

て地下水の補給が多く行われて

いるようなところや、地盤沈下が終息に近づいているようなところでは、Q/S値は安定

していることが予想される。このことは図22に示した揚水量とQ/S値の関係や、図23に

示したQ/S値の年変化から類推される。すなわち全体として揚水量の大きいところほど

誘発的な涵養が行われていてQ/S値が大きくなるが、時間の経過とともに水位低下地域

が拡大して地下水の供給が減退し、その値は安定から減少に向かう傾向を示す。 

 

  

表 2 ブロック別平均沈下量と平均揚水量 
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e) 揚水量と沈下体積の相関 

 次ページの表 3（年度別ブロック

揚水量）と表 4（年度別ブロック沈

下体積）によって、ある年度の沈下

体積と、これに対する当年、1 年前、

2 年前、…の各年度の揚水量を図示

し、各々の場合について両者の相関

度を調べてみると当年の場合がも

っとも大きく、以下年度を遡るにしたがって漸減するのが示される。たとえば図 24 の

場合には相関係数は当年が 0.64、1 年前が 0.62、以下 0.60、0.58 となっている脚注 1)。

年度による揚水量の変化がかなり顕著になっている地域で、しかも収縮量が限定されて

いる例、たとえば江戸川観測井（深度 55m）の記録脚注 2)と江東・江戸川区地区の揚水量

の記録によって同様の手続きをおこなってみると当年では 0.93、1 年前では 0.80、以

下 0.15、0.13 とかなり顕著な相関の低減が認められる。この例では沈下に対する揚水

の影響は大きく 2 年前までで、それ以前の揚水による影響度は急激に減退するものと判

断される。 

 

 

 

揚
水
量 

×105m3/day 

揚水量と沈下体積の比(Q/S) 

A 地域 

B 地域 

C 地域 

図 22 Q－Q/S の関係 

2m 以下の水位低下を示すところ 

3m 以上の水位低下を示すところ 

（Q） 

年度 

揚
水
量
と
沈
下
体
積
の
比(S

/Q
) 

図 23  Q/S 値の経年変化例 
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94 

40     41      42     43      44      45 

30 

 

20 

 

10 

 

 0 

A 地域は水溶性天然ガスの採取

地域にほぼ一致し、C 地域は沈

下の漸減が認められる地域、あ

るいは周辺からの地下水の流入

が誘発されている地域にあた

る。また B 地域はその中間的な

性格を示す地域にあたるものと

思われる。埼玉県南部地域がこ

れにあたる。 

脚注 1：資料の粗密の問題もあり、絶対値より年度間の相対的な関係に意味を有す解すべきである。 

脚注 2：この場合は沈下体積ではなく、年間収縮量を用いている。 
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ブロック 

年度 39      40     41     42     43     44 

39          40           41          42          43           44 年度 

ブロック 

表 3 年度別ブロック揚水量 
(ｍ3/year) 

表 4 年度別ブロック沈下体積 (ｍ3/year) 
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さて以上に述べてきた結果からつぎの仮説をたてる。すなわち、 

① 揚水による沈下体積の割合は地域によって差があるものの、一つの地域ではそれ

はほゞ一定の値を示す。 

② 或る年度に行われる揚水による沈下量は上述の関係から求めることができる。こ

の沈下量はその年度で大部分が消化されるが、残りは次年度以降に持ち越される。

その比率にも地域性が認められるが、上述のような資料が得られない場合には試

行的に決めるより他はない。その値は沈下量の記録によって補正され、固定され

る脚注）。 

③ 次年度の揚水による沈下量は前年度の残留分に上積みされ、それがその年の沈下

量になる。以下同様の過程が繰り返される。 

以上の仮説のもとに沈下量の簡易予測法について述べてみよう。 

① 一定期間の平均沈下体積と揚水量の比（Q/S）を求める。この値の中には地下水

の産出機構に関する要因、つまり揚水に伴う補給の状態や揚水に対する地盤の応

答の大きさなどが含まれており、前に述べたように地域によって様ざまな値を示

す。なおこの場合、Q/S値は年度、揚水量によって変化すると考えられるが、短

期間の予測の場合には一定と仮定しても大差はない。 

② つぎに上記によって求めた沈下体積の年度ごとの配分率をきめる。この数値の中

には地下水の補給の外に地盤の揚水に対する応答の速さにかかわる要因が含ま

脚注：一回決めておけば、その比率はほとんど変更しなくてもよい。 

図 24 沈下体積に対する揚水量の関係 
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れているものとみられる。一定年度の沈下体積と当年、1年前、2年前、3年前…

の揚水量との相関度からこの配分率を推定することも考えられるが、つぎのよう

な方法も可能である。 

まず実績図に基づいて年度－沈下体積のグラフを画く。沈下の初期の段階では前

からの沈下の残留量は殆ど無視できるものとして、Q/S値と揚水量から求めた計

算上の沈下体積と実際の沈下体積の差をとると、これが次年度以降に繰り越され

る残留沈下になる。次に第2年度の沈下体積から上記の結果により推定されるそ

の年の揚水による沈下体積分を差し引く。残余は前年度の残留沈下とみなすこと

ができる。つまりこれによって第1年度から第2年度へ如何ほどの沈下が残留する

かがわかる。 

③ さらに次の年度の沈下体積からその年の揚水による沈下体積と、上に求めた第1

年度と第2年度の残留沈下率から計算した第2年度の沈下が第3年度に繰り越され

る残留分を共に差し引けば、残りは第1年度から第3年度に繰り越された残留沈下

量とみることができる。なお初年度の沈下率は、のちに試行的計算を繰り返した

上で固定される。図25に以上の手続きを図示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで実例として図26に川口市と大宮市の計算例を示す。なお計画揚水量は表5（一

部抜粋）によった。まずQ/Sについては表2から川口市では8～10、大宮市では12～14

と推定されるのでこれを採用した。次に残留沈下の配分率は上記の比率によって求めた

沈下体積を1とした場合、両市とも当年が0.5、1年後が0.3、2年後が0.15、3年後が0.05

が適当であると判断された。図には水準点の記録も併示してあるが、比較的よく現状を

再現しているとみてよい。 

言うまでもなく、ここに述べ方法にはいろいろ問題もある。理論的な根拠も薄い。し 

 

a
a2 a3 a4 

b1 
b2 

b3 
b4 

 
b5 

c1 
c2 

c2 

c4 

d1 

d2 

d3 

当年の分 

1年前の残留分 

2年前の残留分 

3年前の残留分 

沈

下

体

積 

1    2    3    4    5    6  (年度) 

図 25 残留沈下の配分

法 

1． まず a1を求める． 

2． 2 年度の総沈下体積

から b1を引く．残余

a2は第 1年度から第

2 年度に繰り越され

た残留沈下量であ

る． 

3． 3 年度の総沈下体積

から c1と a1，a2の関

係から求めた b2 を

引く．残余 a3は第 1

年度から第 3 年度へ

繰り越された残留沈

下である． 

4． 以下同様の手続きに

よって残留沈下の配

分率 a1，a2，a3…を

求める． 

5．  

6．  

7． a2, a3…を求める。 

 

かしすべてのデータが揃わなければ答が出せなというのも困る。現実は早急な回答を

求めていことが多いからである。ここに述べたものは自然を相手にした巨大な実験を

基としたいわばブラックボックス的手法と言える。 
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表 5 基準年に対する計画揚水量（比率）一部抜粋 

大宮市（No.43,45） 

No.482（昭和 39 年基準） 

Q/S=14 

Q/S=12 

推定揚水量及び計画水量 

 

34  36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 

川口市(No.56,57) 

推定揚水量及び計画水量 

Q/S=10 

Q/S=8  

No.40 

No.24（上青木町） 

年度 

 0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

140 

累
計
沈
下
量 

(cm) 

 0 

20 

40 

60 

累
計
沈
下
量 

(cm) 

34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 

水準点の変化 

図26 沈下量の推定脚注） 

脚注：大宮市の場合、水準点の記録開始の時点が計算開始時点と異なるので見掛け上ずれている。 
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